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中学校における包括的児童生徒支援のための学校教育相談活動モデルの検討
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学校教育相談の現状とその課題を整理し, 中学校における開発的な教育相談体制の構築のあ り方を探究した。 その上で, 
学校教育相談活動を通した生徒理解が, 生徒相互, 及び教師との共感的人間関係を促進し, 生徒たちの学校適応感を高め
る有効性を持つことを示すための実践プログラムを開発し, その有効性を教師 ・ 生徒の調査をもとに考察した。 具体的な
方法としては, ①教師対象の 「多面的生徒理解を促進させる職員研修」, ②生徒対象の 「生徒の自己理解や他者理解を促
進させることを目的とした授業」 のプログラム作成 ・ 実践と, それが生徒の学校適応感に及ぼす影響を検討した。 その結
果, 職員研修受講後の教師には, 生徒への指導 ・ 援助, および教師自身についての意識および態度の変容が確認された。 
生徒対象の授業実施後には, 生徒は他者への配慮, 自己表現ができるという自己認知の促進が認められた。 実践プログラ
ムの評価から教育相談を中心とした包括的児童生徒支援総合プランをモデル化した。 
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第 1 章 問題の所在と研究の目的
1.1 問題の所在
中学生は青年期前期にさしかかり, さまざまな課題に
直面する時期にいる。 この時期には心身ともに変化し, 
それまで学習してきたことを問い直し, 自分について意
識し始める。 親や教師に素直に従って行動していた児童
期には, 物事への関心が外に向けて発信されていたため, 
援助の必要なときには周囲の者が気付く ことも多い。 し
かし, 青年前期になると, 自分らしさや生き方を模索す
るようになるため, 徐々に興味が自己の内面に向き, 問
題を抱えていても周囲にはわかりにく く なる。
青年期前期に入ると, 心身の変化への戸惑い, 漠然と
した不安を, 自分でもはっきりと理解できないまま日々
を過ごすよう になる。 身体や精神の状態のバラ ンスを崩
し, 他者へのいじめや暴力行為を起こしたり, 自信喪失
を招き, 自己に閉じこもったりする者も見られる。
たとえば, 平成25年度, 全国の中学校における不登校
生は95,442人にのぼり, 在籍者数の2.69% を占めている。 
平成12年度以降, 35人に 1 人程度の割合はほぼ変化して
おらず, どのクラスにも不登校生が存在していることに
なる。 全国で不登校へのさまざまな取り組みがなされ, 
一定の成果が見られるようになってはいるが, 今後も児
童生徒の不適応等の問題への対応が求められるところで
ある。 また、2013年度に制定された 「いじめ防止対策推
進法」 に示されるように, 学校におけるいじめの防止等
のための対策に関する基本的な方針を示していく ことも
急務である。
このよう な青年前期の諸課題は 「適応」 との関連から
考えられることが多い。 適応しているとは, 個人がうま
くいっているという感じ, つまり自ら環境に働きかけ, 
「快適な相互作用 (小林ら, 2008)」 をもてる状態である
と考えられる。 適応するためには, 日々の学校, 学級に
おける生活で, 友人から受け容れられ, 認められている
と認知することや, 教師や友人等, 他者との安定した関
係を構築することが重要である。 肯定的な自己概念, 安
定感を得ることを通して, 学校生活に満足感を覚え, 適
応できると考えられる。 学校における教育相談は, その
よう な段階にある生徒への支援を行う うえで重要な機能
をもつものであると考えられる。 
1.2 学校教育相談の意義と課題
学校における教育相談は, その内容が生徒指導の基本
的な部分 (個人的適応指導, 学業指導, 進路指導) と重
なり, 学校の生徒指導の組織に位置付けられている。 教
育相談は, 個人の悩みや問題を解決するための援助を通
して, 生活に適応させるとともに, 人格の成長への援助
を図ろう とするものである(文部省, 1981)。 このため, 
生徒指導の二つの側面についての指導と深く かかわる。
二つの側面とは, 生徒の人格, 精神的健康をより望ま
しい方向に推し進めるという能動的なかかわりによる側
面と, 適応上, または心理的な問題をもつ生徒への指導
や援助というかかわる側から考えると受動的な側面であ
る。 学校ではこの二つの側面から教育相談が行われる。 
このことは, 学校における教育相談が, 心理臨床 ・ カウ
ンセリ ング心理学といった心理援助理論に立脚しつつも, 
教師 生徒関係のうえに成立する学校における教育活動
の一側面であるという特徴を示すものである。
教師の教育相談を通した支援の目的は, 生徒自身が自
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分の能力や適性等を正しく理解できるようにし, 生徒の
「自己決定の能力 (文部省, 1972)」 を伸長することであ
ると考えられる。 教育相談を通じて社会的にも自己実現
を果たせるように援助することが, 生徒の可能性を活か
すことにつながる。
筆者らは, 生徒の指導 ・ 援助を行うための学校教育相
談活動には, まだ進展の余地があると考えている。 特に, 
「複雑化する生徒の問題への理解を深める方法 (佐藤, 
2007)」 が, 学校では確立されていないため, 生徒の問
題が生じてから対応するまでに時間がかかったり, 問題
について予測することが難しい状況になったり している
のではないかと思われる。 生徒の問題を解決するにあたっ
ては, まず生徒への理解を深めることが援助の基盤にあ
り, 生徒理解が最重要の課題として取り上げられる必要
がある。 それが, 教育相談体制の構築への一つの手立て
となり, 体制を適切に機能させ, より一層, 生徒の自己
実現に向けた指導, 援助につながるものになると考えら
れる。 本研究では, このよう な過程を経る学校教育相談
活動モデルを検討する。 
1.3 研究の目的とプラン作成の過程
(1 ) 研究の目的
生徒が学校に適応し, 安心感・ 充実感の得られる 「い
きいきと した」 生活を送るためには, 生徒の現状を把握
し, 生徒の発達を促進する教育活動を行うことが重要に
なる。 本研究では, 生徒への理解を深め, 教育相談体制
の構築につながる校内研修を企画し, その内容を 「中学
校における生徒理解のための学校教育相談活動プラン」
として実施して, その有効性を教師・ 生徒双方への調査
に基づいて検証する。 さらに, 本プランの 「包括的児童
生徒支援」 に関する諸領域との関連を検討する。 
(2) プラン作成の過程
①中学校における生徒理解のための学校教育相談活動に
関する文献を中心に検討し, 教育相談推進上の課題を
整理する。
②A市B中学校の教師を対象に, 教育相談活動, 不適応
問題について事前調査を行う。
③文献研究, 教師および生徒への教育相談に関する実態
調査等をもとに, 中学校における学校教育相談活動を
促進させるためのプログラムを開発する。 A市B中学
校の教師と生徒を対象に, プログラムを実施し, その
効果について評価する。
④中学校における教育相談活動のモデル構築を通して,
包括的児童生徒支援各分野へのアプローチの在り方を
検討し, 総合プランを提案する。 
第 2 章 プランの視点
2.1 学校心理学と学校教育相談
学校教育相談活動を展開するときに, 学校教育と心理
学を統合した学校心理学の理論に拠って立つことで, 心
理学の知見を活かし, より実践的な活動を学校現場に提
供できる ものと考える。 学校心理学の心理教育的援助サー
ビスは, 一人ひとりの子どもの学習面, 心理面, 社会面, 
進路面および健康面における問題状況の解決を援助し, 
成長を促進することをめざす(石隈, 1999)。 学校心理
学は, 個々の生徒と環境の中の生徒を援助の対象と し, 
生徒の援助ニーズに応じて, その対象を3 段階に分けて
考えている。
3 段階の援助という考え方は, すべての生徒の援助ニー
ズに応じて, 柔軟に支援していく ことの重要性を示して
いる。 これまで, 特定の子どもの心理, 社会面に偏る傾
向があった支援を, すべての生徒を対象と した1 次的援
助, 開発的教育相談に重点をおく方向にシフトし, 各段
階の援助活動を包括したものにすることが必要になると
考えられる。
生徒指導の一環と して行われる学校教育相談の活動は, 
学習指導, 進路指導, 適応指導の場で実践される。 これ
らの3 つの場に活かされるのが1 次的援助である。 この
1 次的援助は, 生徒のもつ援助ニーズに対応して, ①
対人関係等, 生徒の一般的な適応能力を援助する 「発達
促進的援助」, ②新入学時の適応のように多く の生徒が
出合うことが予想される課題を予測して前もって援助す
る 「予防的援助」 に大別される(辻河, 1999)。 どちら
の支援においても, 援助ニーズの把握をするためには, 
生徒のおかれている現在の状態を正確に理解することが
重要になる。 
2.2 生徒理解の重要性
学校では, 生徒への指導 ・ 援助を行う ときに, 生徒の
情報収集をしているが, その具体的な方法や理解するべ
き内容などについては個々の教師に任され, 学校の課題
として取り上げられることは少ない。 学校全体で問題を
未然に防ぎ, 生徒の成長を促進させるために, どのよう
に生徒理解を進めるのかを共同で考察する視点が促進さ
れる必要がある。
得られた生徒の情報をもとに, 教師の枠組みで生徒を
理解しよう とするとき, 教師の捉え方と生徒が認識して
いる自己理解とが一致しないことは往々にして見られる。 
両者の理解のずれを埋めていく には, 教師の一面的な生
徒理解ではなく, 生徒自身が自己理解を進め, その得ら
れた理解を共有するという作業が必要になる。 この作業
によって, 教師も, 生徒も, 現在の自分, そして自分と
他者との関係を振り返り, どのようにあるべきかを考え
ることになる。 つまり, 生徒理解には, 教師が生徒を理
解することと, 生徒自身が自己理解を深めることという
二つの理解があり, 教師の理解には自らの在り方を理解
するという側面が含まれているのである。 
(1 ) 教師の生徒理解
教師の生徒理解には, 生徒のおかれている状況を適切
に把握することが不可欠である。 教師が生徒理解を図る
ことにより, 生徒の自己理解を促し, 生徒への援助を可
能にすると考えられる。 一方では, 理解に伴う さまざま
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な困難も予想されるため, 教師は , 生徒を取り巻く いろ
いろな立場の人との間で, その生徒についての事実や意
見を交換するよう な機会をもつよう に努めなく てはなら
ない(梶田, 1972)。 そこで, 生徒理解をテーマとした職
員研修に, 複数の教師で協働的かつ多面的に生徒を捉え
られるような方法を取り入れることが, 教育相談体制づ
く りの具現化の一つであると考える。
本研究では, ①教師が自分自身をふりかえり, 生徒と
の関係を見直すS P トランプを用いた研修, ②生徒の現
状を共通理解するためのK-J法を用いた生徒理解, ③イ
ンシデント ・ プロセス法を取り入れた共同参画による事
例研究 , ④ケース ・ コンサルテーショ ン, ⑤事例検討会
という段階を踏んだ研修を行った。 これらの取り組みは, 
「個人作業→小集団→学校全体→学校外連携」 という規
模の拡大と, 後述する 「ふりかえる→みとめる→ひろめ
る→ふかめる」 という学校教育相談の実践において重要
であると考えられる研修段階を踏むという ことを計画し
たものである。 
(2) 生徒の自己理解
個と個, 個と集団における人間関係が構築できないと
いう問題を抱える生徒は多い。 環境に適応しているよう
に見える生徒も, 実は友人と意思の疎通が図れず思い悩
むという不適応感を抱いていることもある。 この問題は
社会の私事化傾向 (森田, 1997) を背景として, 幼少時
から他者と交流する機会が減少したことに起因するもの
と思われる。
生徒には, 学級の中で相互交流を通して自己と他者が
相互に認められているという思いを実感できるよう な機
会をもつことが必要となっている。 生徒は学級という場
で, 他者との意見のつき合わせを行う ことを通して, 自
分と環境との関係を整理し, 自己の価値観や生き方につ
いての意見を持てるようになる。 学級内で互いの意見を
出し合い, 集団としてもっとも望ましい在り方について
考える体験を通して, 自己理解を深めることができると
考えられる。 ここでも, 「ふりかえる→みとめる→ひろ
める→ふかめる」 という学校教育相談の実践と同様の研
修過程の段階を踏むよう実施計画を進めた。
(3) 生徒理解の段階的アプローチ
生徒理解を図るためには, 段階的なアプローチが必要
であると考える。 教師も生徒も今の自分の在り方につい
て気付く ためには, これまでの自分を 「ふりかえる」 こ
とが重要である。 「ふりかえる」 ことによって, 他者と
のかかわり方を改めて考えることができる。 そして, 他
者の考え方を 「みとめる」 ことで, 自分も他者の存在も
受け容れることができるようになる。 さらに, 他者の意
見を聴いて, 新たな知識を得ることにより視野を 「ひろ
げる」。 また, 互いのかかわり を拡げて, 相互に交流す
ることを通して, 自己への洞察を 「ふかめる」 ことにな
ると考える。 本実践プログラムでは, 教師の生徒理解, 
生徒の自己理解に関する研修段階を以下のように設定し
た。 
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段階① ふりかえる 今の自分を 「ふりかえる」 一 自
分らしさについて考え, 人とのかかわり を意
識する。
段階② みとめる 自分も他者も 「みとめる」 一 他者
の意見を尊重し, 自信をもって積極的に交流
する。
段階③ ひろげる 視野を 「ひろげる」 一 他者との円
滑な関係を基盤に, 新たな考え方を取り入れ
る。
段階④ ふかめる 考えを 「ふかめる」 一 他者の意見
を聴いて, 自己の価値観や生き方についての
考えをもつ。 
第 3 章 実践プログラム作成の背景
3.1 A市の現状
実践協力校のあるA市では, 不登校を含め, 学校不適
応への対応の必要性が提言され, 「児童生徒理解の深化
と信頼関係の構築」 が, 生徒指導の重点項目の一つに挙
げられている。 
3.2 B中学校の概要
A市B中学校では, ①生徒の自主・ 自律の精神の育成, 
②学力向上, ③開かれた学校づく りに取り組んでいる。 
①は生徒相互の協力により, 自治活動を充実させ, 自分
が周り (友達 ・ 保護者 ・ 教師 ・ 地域) に常に支えられて
いることを自覚し, 自分も周りの人を支えようという気
持ちを育む。 ②では 「わかる授業の研究 ・ 楽しい学校づ
く り」 を目指し, 生徒にとって 「安全 ・ 安心・ 安定」 の
場所となるような学校づく りに努めている。 教育相談に
対する現状を整理するため、 事前調査 (3.3) を行った。 
3.3 学校教育相談に関する事前調査
3.3.1 調査の目的
中学校における生徒理解のための学校教育相談活動の
モデル作成にあたり, 中学校の教師が現在の 「教育相談
体制」 および 「不適応(不登校) 問題」 について, どの
ように認知しているかを把握する。 
3.3.2 調査の方法
①調査対象および手続き
A市B中学校の教師28名を対象に, 質問紙調査を実施
した。
②調査時期
2009年1 月中句
③質問紙構成
質問紙は 2 部構成とした。 まず, 「教育相談体制」 に
ついての質問を実施した。 調査項目は 「積極的関心」4 
項目, 「情報交換」4 項日 , 「生徒指導部会」5 項目, 
「相談的雰囲気」3 項日の計16項日であり, 26名から回
答を得た (有効回答率83.9%)。 なお, 質問紙は, 伊藤
(1997) の一部を, 中学校一般教師向けに改変したもの
を使用した。
次に, 教師の 「不適応 (不登校) 問題」 への意識調査
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を行った。 質問は, 1 「不登校生を担任したことがあり
ますか」, 2 「不登校生の指導で難しさを感じたことは
ありますか」, 3 「不登校について問題意識はあります
か」, 4 「不登校生への働きかけで効果的だと感じた取
り組みはありますか」 の4 項目から構成されている。28 
名から回答を得た (有効回答率90.3%)。 
3.3.3 調査の結果
教育相談体制についての回答から, 学年部会では子ど
もの問題について日頃からよく話し合われているという
意識を持っている教師が9 割以上いるこ とがわかる
(Fig. 1)。 ところが, 「職員会では問題をじっく り検討
することができていないと感じている」 と回答した教師
が 7 割以上であった。 他の教師への援助行動に 「抵抗が
ない」 という教師が9 割以上を占めているが, その反面, 
生徒の問題に 「自分だけで対応する傾向がある」 と答え
る教師もまた7 割以上見られた (Figure 2)。
また, 「不適応 (不登校) 問題」 についての質問への
回答には, 次のよう な意見が見られた(一部抜粋)。
< 生徒について>
・ 人によったり, 時代によったり, 環境によったり と, 
何を考え, 何を求めているのかが全く わからない。
・ 何が原因なのかわかりにくい。 解決への目途が立ちに
くい。
< 対応について>
・ 何を話したらいいのか, わからない。
・ どのタイ ミ ングで, どういう働きかけをすべきか, わ
からない。
< 教師について>
・ クラスの一般生徒への説明 について迷う。
・ 親と教師の意識の差がある。 
3.3.4 調査結果の分析
職員会で問題をじっく り話すことができていないと感
じている教師がいるのは, 職員会の機能が関連している
と思われる。 職員会には, 各部会で段階的に話し合われ
てきたことについて, 最終的な確認をする機能があり, 
それが強く働いているからではないかと推察される。
教師の抱え込みについては, 授業準備や学級事務に追
われて, 同僚への支援に目を向ける時間的余裕がないこ
とが挙げられよう。 教師には, 自分の学級の生徒の問題
は自分で解決しなければならないという思い, 自分が解
決できないと他の教師から低く評価されるのではないか
Fig. 1 B中学校の 「学年部会における相談への意識」
Fig. 2 B中学校の 「職員の相談・ 援助への意識」
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という心理的負担が働く という ことも考えられる。 教師
間で, 生徒の問題について提示し話し合う場がなければ, 
抱え込みをなくすことは難しいのではないかと思われる。
また 「不適応(不登校) 問題」 への意見からは, 教師
の抱える悩みが読み取れる。 意見を分類すると, 「研修
の充実」, 「周囲の生徒への働きかけ」, 「保護者や関係機
関との連携」 が挙げられ, 上記以外には 「学力保障」 の
視点も得られた。 生徒一人ひとり とのかかわりの充実だ
けではなく, 指導体制や生徒理解の在り方の工夫・ 改善
という課題を認識することとなった。
以上より, 教師間に子どもの問題について共通認識が
持ちにくいことや, 気になる生徒について一人の教師が
抱え込むことがあり, 問題解決に向けての方策が得られ
にくい現状が示唆された。 B中学校の教育実践に寄与す
る研修プランの必要性が確認された。 
第 4 章 生徒理解のための学校教育相談活動を中
心と した実践プログラム
4.1 実践プログラムの全体計画
実態把握を踏まえて, 生徒および教員を対象とした生
徒の学校適応への効果的な援助に関する実践プログラム
の計画 ・ 実施とその評価を行う。
(1) 「多面的生徒理解を促進させる職員研修」, (2) 
「生徒の自己理解や他者理解を促進させることを目的と
した授業」 をそれぞれ立案 ・ 実施する。 さらに, (1) に
ついては, 研修による教師の生徒への意識や態度の変容
から, (2) については, 授業実践による生徒の自己理解
促進の意識から, 生徒の学校適応感への影響について調
査用紙を用いて検討する。
職員研修と授業では, 2.2で述べた 「①ふりかえる」, 
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「②みとめる」, 「③ひろげる」, 「④ふかめる」 という4 
つの段階を踏まえた活動を行う。 生徒理解の各段階とプ
ログラムの実践内容の関係について次に示す (Table 1 )。
以上のプロ グラムを実践するためには, 学校内の組織
である生徒指導部, スクールカウンセラーと連携するこ
とが必要である。 専門性をもつスクールカウンセラーと
教師が, 相互に結びつきを強め, 体制を構築することは, 
生徒の問題解決だけではなく, 学校教育そのものを充実
させることにつながると考えられる。
さらに学校の実態に応じたプログラム内容, 関係機関
との連携も視野に入れた計画, 教師の主体的, 意欲的に
問題に取り組む姿勢等も必要であると思われる。 
4.2 プログラムの実践内容
(1 ) 実態把握
実態把握として, 教師への聞き取り, 生徒へは 「グルー
プ実習」 と 「ストレスマネジメ ント」 の授業を実施した。 
授業後には, 生徒は学級への所属感を得ることができ, 
92%が 「ためになった」 と回答している。 また, 教師か
らは, 授業での活動において, 生徒同士の関係を把握で
きたという感想が聞かれた。 授業プログラムを実施する
ことにより, 教師の生徒理解, 生徒の自己理解は促進さ
れることが推察された。 
(2)生徒理解を促進させるための実践プログラム
実践プロ グラムでは, 学校の生徒理解に関する課題
(教師間で子どもの問題について共通認識が持ちにくい ・ 
問題解決に向けての方策が得られにくい等) や生徒の諸
課題 (コミ ュニケーショ ン能力の不足等) への対応を可
能にする教育相談活動の在り方を検討した。 
Tablet 生徒理解の各段階とプログラムの実践内容 
理解の対象と実践内容 
各段階の生徒理解 教師対象 生徒対象 (教育課程での位置づけ) 
段階① 
ふりかえる ◆ 
研修 1 
・ 白分らしさについて考える 
「傾聴体験」 
「S P トランプ」 
授業 1 
・ 自分の特徴を知る 
「エゴグラム」 
(学級活動) 
・ 他者との関係を意識 した 
白己理解 
段階② 
みとめる 
_■ 
研修 2 
・ 情報収集による支援策検討 
・ グループ討議 
「K J法」 
「インシデント ・ プロセス法」 
授業 2 
・ グループ活動 
「私の学校」 
「段ボール箱の利用法」 
(学級活動) 
・ 意見交換と グループ討議に 
よる他者理解と自己理解 
段階③ l 
ひろげる 
_■ 
研修 3 
・ 関係機関との連携を活かし 
た支援策検討 
「ケース ・ コンサルテーショ
ン(教育相談専門会議) 」 
授業 3 
・ グループ活動 
「月で遭難したら」 
(学級活動) 
・ 共通理解と合意形成過程に 
おける相互理解 
段階④ l 
ふかめる 
研修 4 
・ 情報共有・ 他者の実践発表, 
交流による支援策検討 
「事例検討会」 
授業 4 
・ 学級集団での話し合い 
「あおいの携帯メール」 
(道徳) 
・ 意見交換による相互理解 
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職員研修と生徒への授業のプログラムを振り返り, 各
実践を考察する。 
< 職員研修における生徒理解>
生徒理解を図るプロ グラ ムと して, 教師の研修会
(Tablet ) を実施した。
各研修の参加者の感想をもとに実践を考察する。研修
1 では, 生徒理解のためには, 「共通の話題が不可欠で
あり, どれだけよく見ているか, 知つているかという こ
とかと思う」 等, 生徒のことを多面的に見る力, 知ろう
と意識するこ との大切さが指摘された。 研修2 では, 
「情報収集でもグループ(全体) 研究でも, 自分が気付
かないことをたく さん聞けたのでよかった。 教師間の連
携がいかに大事かという ことも改めて実感した」 等の意
見が出された。 一つの事例について意見交換の時間をも
つことが, 理解の幅を広げることにつながる。 一方, 研
修 3 では, 医師の講話と助言は, 生徒理解の知識として
個々の教師に新たな知見をもたら したが, その理解は
「具体的な対応にどのよう に結び付く のかがわかりにく
いものであった」。 生徒理解は現状への理解だけではな
く, 今後の対応も含めた見通しをもったものが, 教員の
理解の深まりには有効であると考えられた。研修4 では, 
「多忙な中でたく さんの仕事をこなす現場において時間
をとって研修したり, 情報交換したりすることはなかな
か困難であるが, 問題を共有することが, その問題に対
する最善の対策であると感じた」 との感想から, 研修の
有効性, 多忙さとのバランスをとりながら生徒の問題に
ついて共通理解を図る場を設定することの重要性が示唆
された。 
< 授業を通しての生徒の自己理解>
生徒への授業プログラム(Table t ) について, 授業
の様子, 生徒のふりかえり用紙の感想から考察する。 授
業 1 では, 生徒が自己について振り返り, 客観的に自己
像を捉えた。 現在の自分を肯定的に受け止めている生徒
と, 今の自分をよいとは思わないが変わりようがないと
いう否定的な受け止め方をしている生徒が認められた。 
個々に振り返る学習では, 自己を低く評価しがちになる
ことがあり, 変化が期待されにくい。 他者とのかかわり
をもつ活動を組み合わせた授業を構成する必要があると
考えられた。授業2 では, 大きく3 つの視点が得られた。 
①意見が言えることを楽しいと感じていること, 逆に, 
自己表現が苦手である場合は, うまく伝えられないので
スト レスを感じるという こと, ②人の意見を聞く ことで
新たな発見があるということ, ③意見を交換したことで, 
それまでより もよりよい関係が築けるようになるという
ことである。 以上のことから, 自己表現をする場面を増
やすこと, よりよい集団づく りに向けて課題を解決する
よう な教材を用意すること, 授業の流れに見通しをもっ
て相互にかかわる活動を用意することが重要であると確
認された。 授業3 は, 授業 2 に引き続き, 活発に意見交
換が行われた。 「話し合いの効果」, 「話し方や意見の伝
え方の工夫」, 「自己と他者との関係」 への気付きが得ら
れた。 授業4 では, 生徒一人ひとりの話し合いの技能を
高めること, 学級集団としての話し合いの経験を重ね, 
かかわり合い, 話し合う ことでお互いを理解し, 認め合
う関係を作っていく ことの重要性が示された。
次に, 全授業と生徒の学校適応感とのつながりを調査
結果から検討した。 教育相談の授業を学級活動で行った
り, 道徳の時間に情報モラルの授業を行ったり したこと
によって, 生徒は周りの人がどのよう な考えに基づき, 
意見を述べているのかを知ることができたと思われる。 
話し合いにおいて自己の価値観を他者のそれとつき合わ
せていく ことで, 自分を見つめることができる。 この活
動は学校生活に適応していく上で必要であると思われる。
また, 生徒が学校生活で満足感を得るためには, どの
授業も興味をもって取り組める内容であることが重要で
ある。 第1 回から, 第 4 回までの振り返り用紙では, 
「興味をもって学習に取り組めた」 生徒の割合は, 81%, 
84%, 86%, 78% となっており, 80%前後の生徒が学習
への関心を示していた。 授業で扱う テーマを工夫し, 生
徒の興味を持続させる授業を行うことが, 学校での満足
感を高めることにつながると考えられる。 
< プログラム全体の考察>
今回の教師へのプログラムでは, 教師の新たな生徒理
解や指導法への気付きが見られた。 さらに研修を重ねる
ことにより, 生徒理解の深まりが期待できると思われる。 
また, 今後の生徒への対応について見通しの持てるもの, 
各教師が日ごろの実践を振り返ることのできるものを研
修に加えるといった内容を充実させることも必要である。
生徒へのプログラムでは, 生徒の自己理解は, 学級集
団との相互作用を通してより促進されることが明らかに
なった。 授業における課題の設定について吟味し, 生徒
の自己理解をさらに深めることが求められる。 なお, 総
合プランでは, 今回実践できなかった特別活動との関連
などを勘案した, 包括的児童生徒支援諸分野への提案を
行いたい。 
第 5 章 実践プログラムの評価と学校教育相談活
動のモデル構築
5.1 実践プログラムの評価
教師対象に行った実践プログラムと して, 職員研修に
おける教師の変容の有無を確かめるために, 4 つの研修
が終了した段階で, 記述式アンケートを行った。 ① 「研
修後, 考えたことおよび参考になったこと」, ② 「この
ような働きかけをしよう と思った ・ 働きかけをしたこと」
を主発問として, 回答の記述をもとに受講後にあらわれ
た新たな意識や行動を 「教師自身についての変化」 と, 
「生徒に対しての変化」 に分けて捉えた。 教師の変化を
促した要因としては, 1 「教師が生徒の問題にかかわる
場」, 2 「同僚の実践からの学び」, 3 「研修のプログラ
ム構成」 の3 点が考えられた。 生徒に関する情報収集, 
理解の視点 , 支援策等の在り方について意見交換するこ
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とを通して, 教師同士の今後の日常的な相互支援につな
がる可能性を見出せた。研修に肯定的な評価をもち, 今
後も新たな知識を習得したり, 技術を身につけたりした
いという意欲の感じられる意見が得られた。
課題も明らかになっている。 すべての教師が自分を振
り返り, 互いに認め合い, 他の教師との協力関係を築く
ためには, 全教師の協働体制のもと生徒にかかわってい
こう とする意識の変革が必要である。 今後, 取組を継続
し, 蓄積したものを共有化すること, 教師の意識の変容
へのアプローチが望まれる。 
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生徒対象のプログラムの有効性を評価するため, 5 月
に実施した調査と同様の尺度を使って, 再度12月に生徒
へのアンケート調査を行った。 因子分析の結果, B中学
校の 2 年生の心の構造は, 第 2 回目も第1 回目と同様に
安定したものであることを確認した。 項目ごとのt検定
の結果より, 「相手の立場に立って考えてみることがで
きる 」, 「友達に自分の考えを打ち明けたいとき, きち
んと表現できる」 等の項目に有意な差が見られた。 これ
により, 相手の立場を考慮し, 考えや感情を相手に表現
できると回答した割合が第2 回目の方が高まっているこ
Figure 3 総合プランの全体構造
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とが示された。 「学校生活への満足度」 については, 2 
回目の調査から生徒は不安や緊張を感じることが少ない
と認知していた。 これは, 生徒同士, 生徒と教師との相
互交流の機会を意図的にもつことを通して, 生徒が他者
の思いを汲んだり, 考えを知つたりできた結果, 自分の
考えに徐々に自信をもてるようになり, 心の安定が得ら
れたからではないかと思われる。 しかし, 授業の効果は
項目の一部でしか確認できなかった。 今後は, 学校適応
の指標の改善, 授業プログラムの検討が必要であると思
われる。
これまで述べた生徒理解に焦点をあてた教育相談に関
する理論と実践を踏まえて, 総合プランを構成した概念
図を示す (Figure 3)。 
5.2 実践プログラムからの 「包括的児童生従支援」 に
関する各分野への提案
プロ グラムの実施により得られた成果と課題を, 「包
括的児童生徒支援」 に関する各分野との関連から整理す
る。 本実践プログラムは, 生徒指導にかかわった教育相
談分野に関する研修プランであるが, このよう な取り組
みは児童生徒支援のさまざまな教育活動につながるもの
である。 ここでは, 道徳教育, 学級経営, キャリア教育, 
地域家庭教育との関連について表 (Table2) にまとめる。 
おわりに
それぞれのプログラム実施後の意見には, 教師と生徒
の双方に意識の変化が見られ, 教師については, 生徒支
援への具体的な行動が期待されるものも認められたが, 
教師の意識の変化が, 生徒の学校適応感に与えた直接的
な影響を明らかにすることはできなかった。 また, 自己
理解の 「ふりかえる」, 「みとめる」, 「ひろげる」, 「ふか
める」 という各段階の活動はどれも必要ではあるが, - 
定の順序に従って進む場合ばかりではないとも考えられ
る。 さらに, 包括的児童生徒支援諸課題への提案の可能
性を探り, 生徒理解の捉え方を再考した多様なプランの
開発を今後の課題と したい。 
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Table2 実践プログラムの成果と課題および提案 
成果 課題 
教師 生徒 教師 生徒 
生徒指導・ 
教育相談分野 
・ 生徒理解の共有化 
・ 実践的指導力の向上 
・ 組織的対応の基盤形成 
・ 面接時の基本姿勢の理解 
・ S Cや関係機関との連携 
・対話を通した自己理 
解 
・ 親和的関係づく り 
・ 自己表現の機会 
・ 積極的生徒指導と消 
極的生徒指導の統合 
・ 得られた情報の一般 
化 
・ コーデイネー ターの 
資質向上 
・ 自己を表出し, 
白分を知ること 
への肯定的受け 
止め 
道徳教育分野 ・学年会での教材研究 
・ 授業研修の機会 
・相互交流・ 課題解決 
の機会 
・ 話し合いを通した自 
己理解 
・ 話し合いに関する知 
識や理解 
・ 生徒が興味をもつテー
マや課題の選定 
・話し合いによる 
課題解決への意 
欲と手続きの獲 
得 
学級経営分野 ・ 学級経営の省察 
・ 多面的な生徒理解 
・ 生徒との関係促進 
・ グループ活動での他 
者への配慮 
・ 親和的関係づく り 
・集団の中にいる生徒 
への理解 
・ 生徒集団の性質への 
理解 
・ よりよい集団づ 
く りに向けて課 
題解決の機会 
キャリア教育分野 ・ 多面的な生徒理解 
・ 生徒との関係促進 
・ 自己への気付き 
・ 人間関係形成能力の 
育成 
・ 生徒の自己理解を進 
路形成につなげる工 
夫 
・社会や集団の要 
求に応えられる 
資質の形成 
地域・ 家庭教育分野 ・ 保護者との連携 
・ 関係機関との連携 
・ 自己を取り巻く人と 
の関係への気付き 
・ 意見交換と共通理解 
の場の確保 
・ 自己を取り巻く 
人への関心 
